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助産学教育の動向と今後の課題

合田典子,大室律子1),新野由子1),市川香織2),布施千草3),絵本幸枝3)

要 約

我が国における助産学教育は看護学教育の4年制化に伴い,大きな影響を受けて_いる｡

即ち,短大専攻科の4年制大学への移行により選択枠は減少し,講義および実習時間の短

縮化を余儀なくされた｡さらに,専門学校の閉廃校も進んで助産師の養成数は減少し,そ

の教育の質にも大きな問題を包含するようになった｡一方,少子化が進展し,地域社会や

家庭における子育て力の低下等に伴う育児不安や児童虐待が大きな社会問題となっている｡

このような社会情況の中で,助産師の果たすべき役割は益々増大し,助産師に対する期待

は高まる一方である｡そこで,助産学教育の動向と取り巻く環境を概観することにより,

その問題点を検討した｡その結果,1)4年制看護学教育の中で保健師 ･助産師 ･看護師

の3つの国家試験受験資格を得ることは容易ではないこと｡2)社会の要請に応えうる人

材育成のための専門的教育課程への移行が急務であることが示唆された｡
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は じ め に

我が国における助産学教育は看護学教育の4年制

化が進む中で大きく様変わりしている｡短大専攻科

の4年制大学への移行により助産学生の選択枠は減

少するとともに,専門学校養成所では閉廃校が進ん

だ｡さらに,助産学は4年制看護学教育における選

択科目と位置づけられたため,講義および実習時間

の短縮化を余儀なくされ,助産師の養成数の減少の

みならず教育の質にも大きな問題を包含するように

なった｡

一方,少子 ･高齢化が進み,医学の進歩に伴い医

療が高度化される中,予防医学の台頭や医療経済の

見直しがなされている｡地域社会や家庭においては

子育て力が低下し,育児不安や児童虐待が大きな社

会問題となる等の課題が山積している｡このような

社会情況の中で助産師の果たすべき役割は益々増大

し,助産師に対する期待は極めて高い｡

そこで,助産学教育の動向と取り巻く環境を概観す

ることにより,その問題点を検討し,今後の助産学

教育の課題を明らかにすることとした｡
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3)植草学園短期大学福祉学科地域介護福祉専攻

l.助産学教育の沿革

助産師の教育は1874(M.7)年に公布された医制に

おいて産婆の資格と業務内容が規定され,産婆教育

が開始された｡1899(M.32)年には産婆規則が制定

され,産婆試験の受験資格や身分および業務が明確

化されたことに遡る｡その後,内務省産婆指定学校

規則の発布および産婆規則の助産婦規則への改正を

経て,1948(S.23)年に保健婦助産婦看護婦法が制

定された｡当時の保健婦助産婦看護婦法1)では助産

師の修業年限は1年とされ,分娩取扱いは学生一人

につき10回以上とされていた｡しかし,1951(S.26)

年の法改正により修業年限は6ケ月に短縮され,今

日に至っている｡

その後のカリキュラム改正は1971(S.46)午,1989

(H.1)年および1996(H.8)年の3回行われた｡特に,

1996年の改正においては教育科目ではなく教育内容

が表示されるとともに,単位制の導入および学生1

人当たりの分娩介助数が10回程度とされる等,教育

内容の厳選と教育の大綱化が強調された｡この間,

1991(H.3)年には学位授与機構2)が設置され,翌年
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からは短大,高等専門学校卒業者等に学位授与機構

の審査による学位取得の途が開かれた｡中でも,痩

大,高専の専攻科に対しては認定制度が定められ,

学位授与機構で認定を受けた専攻科にあっては大学

で取得すべき単位のうち15単位が免除されることと

なった｡さらに,1999(H.ll)年には専修学校卒業

者の大学編入への途が開かれるとともに2001

(H.13)年には大学評価 ･学位授与機構 (学位授与

機構の名称変更)認定専攻科の全ての単位が大学の

単位として認められるようになった｡やがて,助産

学教育の主体は急速に進展した4年制看護系大学に

おける選択科目として位置づけられていった｡

2003(H.15)年11月に天使大学 (北海道)が助産

学の専門職大学院として助産師の国家試験受験資格

が得られる養成指定を受け,2年間の専門教育が行

われることになった3)｡専門職大学院は平成14年8

月の中央審議会答申 ｢大学院における高度専門職業

人養成について｣4)を受けて制度化された｡社会経

済の高度化,複雑化,グローバル化等を受け,大学

院における高度専門職業人養成に対する期待が急速

に高まったことによる｡この社会的要請は,特定の

職業の実務に就く場合だけでなく,職業人の継続教

育,再教育の機会の提供などを含むものである｡

2.助産学教育を取り巻く環境

我が国の人口動態は少子 ･高齢化の一途をたどり,

2004(H.16)年における合計特殊出生率は1.29まで

低下,65歳以上の老年人口が占める割合は19.5%と

なっている5)｡また,晩婚化,晩産化の進展による

少子化,さらに不妊やハイリスク妊娠の増加および

これらに伴う帝王切開分娩も増加6)の一途である｡

一方,情報化社会にあっては受益者の主体性が高ま

り,インフォームドコンセントの浸透とともにエビ

デンスに基づく医療 ･看護がより求められるように

なった｡また,高度化する医療への対応や医療事故

の防止等,看護学教育における技術教育の重要性や

実習の安全性が求められている7)｡医療現場では医

療行政の改革や病院･看護業務のIT化および個人

情報の保護等による業務の質 ･量の変化への対応が

不可欠となっている｡このような状況下における助

産学実習,特に分娩介助実習においては対象の確保

が非常に困難となり,重大な影響を受けている｡

母子保健の水準をみると第2次大戦後から取り組

まれた施策の成果により世界でも最高水準となって

いるが,なお妊産婦死亡や乳幼児の事故死等,思春

期の健康や親子の心の問題,さらに小児医療や地域

母子保健活動の水準低下から保健医療環境の確保も

重要な課題となってきた｡このような中で21世紀の

母子保健のビジョンを示すために,平成12年2月に

関係専門家等からなる ｢健やか親子21検討会｣が設

置された｡検討会は母子保健に関する主題課題につ

いて審議し,報告書 ｢健やか親子21｣を取りまとめ

た｡｢健やか親子21｣8)は2001年から2010年までの目

標が設定されており,関係者,関係機関･団体が一

丸となって推進する国民運動計画である｡その主要

課題は ｢思春期の保健対策｣｢妊娠 ･出産に関する

安全性と快適さの確保｣｢小児保健医療水準を維持 ･
向上させるための環境整備｣｢子どもの心の安らか

な発達の促進と育児不安の軽減｣となっている｡こ

れらの課題において,助産師が果たすべき役割は非

常に大きいものと思われる｡特に ｢思春期の保健対

策｣における人工妊娠中絶や性感染症雁息の予防に

対する助産師の活動は重要であり,医療機関内のみ

ならず学校や地域での活動が必要とされている｡さ

らに ｢妊娠 ･出産に関する安全性と快適さの確保と

不妊への支援｣では,産婦人科医師が減少する6)中

にあって,正常な妊産婦を責任持って取り扱える助

産師の役割は重要である9)｡｢小児保健医療水準を

維持 ･向上させるための環境整備｣では乳幼児突然

死症候群の予防等について,妊産婦への育児指導や

母乳栄養の推進および禁煙指導等は周産期に指導す

べきことであり,最も身近な助産師が担うべき役割

である｡さらに,｢子どもの心の安らかな発達の促

進と育児不安の軽減｣においても,児童虐待の予防

は親になるための支援が重要であり,特に早期の母

子相互作用の確立への援助は不可欠である｡しかし,

これらの役割を果たすためには助産師の資質の向上

とマンパワーが必須である｡

1999(H.ll)に公布 ･施行された男女共同参画社

会基本法に基づく ｢男女共同参画基本計画｣は内閣

総理大臣を本部長とする国を挙げての取り組みと位

置づけられてきた｡中でも,カイロ会議で採択され

たリプロダクテイブ･ヘルス/ライツの概念は ｢生

涯を通じた女性の健康支援｣10~12)施策の基盤となっ

ている｡特に,女性の生涯で妊娠 ･出産 ･育児期に

おける健康管理は次世代の健康をも左右する重要な

事項であることはいうまでもなく,助産師の果たす

べき役割は大きい｡また,この施策に配分される予

算が年々増加されていることからも重要性が高まっ

てきていることを示している｡

助産師の就業状況13)をみると2003(H.15)年は

25,724人で,病院17,684人 (68.7%),診療所4,534
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人 (17,6%),助産所1,601人 (6.2%),看護師ら学

校養成所 ･研究機関1,020人 (4.0%),その他885人

(3.4%)となっており,年々助産所の就業者は減

少している｡一方,出生 (1,123,610人 :2003年)

の場所6)をみると病院586,000人 (52.3% :産婦人

科 ･産科の施設数1,715ヶ所),診療所524,118人

(46.6% :産婦人科 ･産科の有床施設数3,940ヶ所),

助産所11,190人 (1.0% :施設数730ヶ所)となって

いる｡分娩の大半は病院と診療所とで行われており,

各施設における助産師数の平均をみると病院では

10.3人,診療所では僅か1.2人となっている｡また,

病院数は漸減しているのに対して,診療所は増加傾

向を示している｡これらの状況から,安全で質の高

い周産期医療を確保するためには産科医療機関等へ

の助産師の供給が是非とも必要である｡

3.助産学教育の現状と問題点

1)養成数について

2004(H.16)年4月における看護学校養成所数13)

は大学122校,短大64枚 (3年制 ;55校,2年制 ;

9校),養成所30,394枚 (3年制 ;498校,2年制 ;

283校)および高等学校専攻科61校と5年一貫教育66

枚の計1,094枚,稔定員数168,226人となっている｡

一方,助産師学枚養成所数12)は143校で看護学校

養成所数の1割強しかなく,総定員数は7,554人と

なっている｡専門職大学院の一学年の定員は40人で

あり,短大専攻科 ･助産師養成所の稔定員数は1,225

人で一枚あたり平均20.1人となっている｡看護系大

学での助産師教育は年々増え続け,2003年には4年

制大学数 (70校)と1年制の短大専攻科 ･助産師養
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図2 助産学教育機関への入学者定員数と
国家試験受験者数

成所の合計数 (62校)とが逆転している (図1)｡そ

れに伴い,助産師養成定員数も急速な増加を示して

いる｡しかし,助産師国家試験の受験者の増加はみ

られず,受験者数は横這いとなっている (図2)13~28)｡

このことから,4年制大学の増加に伴い,入学定員

数は増加しているが助産師国家試験受験資格を取得

できる学生は数少ないことが浮き彫りになってきた｡

2)教育内容について

カリキュラムについてみると,全国助産師教育協

議会の調査29)では4年制大学における助産学の科目

数の合計は8-24科目,平均15.5科目となっており

指定規則 (22単位)の約7割であった｡各科目にお

いても当然のことながら助産管理以外はすべての平

均科目単位数が少ないことが報告されていた｡そこ

で,インターネット等から専門職大学院30),大学の

選択制科目31),短大専攻科32)の各種助産師教育のサ

ンプル校を抽出してカリキュラムを比較した｡(但し,

4年制大学の助産師教育では大学の単位を総合的に

捉えるべきであるが敢えて助産学関連科目に注目し,

科目の分類は科目の名称で行ったため必ずしもシラ

バスの内容とは一致しない)その結果,科目単位数

では専門職大学院が最も多く,次いで短大専攻科,

大学の選択制科目の順となり,大学の選択科目では

｢基礎助産学｣に関連する科目数が少なく,｢地域

母子保健｣に該当する内容は読み替え科目となって

いた｡一方,｢助産診断 ･技術学｣はいずれの教育

課程においても指定規則より多くの単位数を設定し

ていた｡実習の単位数も指定規則以上となっていた

(表1)｡また,教育内容は担当教員 (助産師免許
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表1 助産学カリキュラム比較表

指定蔑則 専門職大学院助産研究科(2年削) 短期大学助産学専攻科 4年制大学(選択劉)

教育内容 単位数 科 目 群 授 業 科 目 単位数 領域 授 業 科 目 単位数 授 業 科 目 単位数
必修 選択 必修 選択 自由 (自由)

基礎助産学 6 [基礎助産]助産学 .哲学の基経助産対象の理解 助産学概論根拠に基づく実践(EBPM)概論助産哲学.倫理 Ⅰ助産哲学.倫理Ⅱ助産形態機能学(発生学 11111 1 理論領域 助産学概論生殖医療と生命倫理生殖の形態.機能 111 助産学 助産学概論 1形態機能.心理.社会.文化女性のライフステージ を含む)助産薬理学妊産裾婦乳幼児の栄養環境コミュニケーション論周産期女性の心理出産の文化助産女性学Ⅰ助産 一 111111 母子の心理.社会学妊娠期の異常娩. 良丑 Jき 11

健康教育､健康相談の基礎助産管理と助産師教育の基礎地域.国際助産活動の基礎 ー女性学Ⅱ子どもの成長.発達論健康教育論Ⅰ助産管理概論助産師教育論地域助産活動論(疫学.統計を含む) 11111 分 産裾期の異吊乳幼児期の成長発達母子保健統計 111

研究能力の基礎 国際助産活動論助産研究法 Ⅰ助産研究法Ⅱ 111 助産に活かす情報処理助産学研究 11

助産診断.技術学 6 [助産実践基礎]周産期助産実践Ⅰ周産期助産実践Ⅱ 妊娠期助産ケア 1 技術領域 助産診断技術学概論 1 助産診断学 Ⅰ助産診断学Ⅱ 2 68

出産期助産ケア産袴.新生児期助産ケア乳房ケア妊産婦期の異常.合併症とケア 1111 助産診断技術子Ⅰ.妊婦助産診断技術学Ⅱ:産婦助産診断技術学Ⅲ:母子助産診断技術学Ⅳ:思春期.更年期 2221 助産技術学Ⅰ助産技術学Ⅱ助産保健管理 28

女性のライフステージ健康教育,健康相談の美濃 新生児の異常.疾患のケア女性支援論子育て支援論健康教育論Ⅱカウンゼノング演習 11111 助産診断技術学Ⅴ:健康教育 1

地域母子保健 1 地域.国際助産活動の実践 地域助産管理論地域母子保健行政.財政論 11 地域母子保健 1

助産管理 1 助産管理論(施設内)助産師教育方法論 11 助産管理 1 助産業務管理 1

助産学実習 8 周産期助産実践Ⅰ 妊娠期実習 2 1 実践領域 助産学実習 10 助産実習 6出産期実習産棒.新生児期実習助産の基礎実践統合実習妊産裾期の異常.合併症とケア実習NⅠCU実習女性支援蒋論実習 22611 地域母子保健実習 1 助産業務管理実習 1

[展開.先端]地域における独立した助 コミュニティ助産学概論 1 11111111111 総合領域 助産学演習助産に活かす濃極的傾聴法 11産実践に関する科目子育て支援に関する科目性教育に関する科目女性支援に関する科目国際助産活動に関する科目 開業助産演習コミュニティ助産学 Ⅰ(妊娠.出産期)コミュニティ助産学Ⅱ(塞婦∵新生児期)コミュニティ助産学Ⅲ(地域母子保健活動)子育て支援特論 Ⅰ子育て支援特論Ⅱ子育て支援特論演習性教育特論Ⅰ性教育特論Ⅱ性教育時論演習女性支援時論 Ⅰ(不妊.遺伝)女性支援特論Ⅱ(更年期)国際助産学特論Ⅰ国際助産学特論Ⅱ国際助産学時論演習 1331 医療現場における英語表現 1

[特別統合研究] 特別統合研究課題Ⅰ特別統合研究課題Ⅱ 11 総合領域 助産学研究演習助産学特論 1 1 研 究 研究方法論 Ⅰ卒業研究 22
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助産学教育の動向と今後の課題

のある)数と密接に関連しており,専門職大学院で

は15人3),4年制大学では母性看護学教員を含めて

3.8-6.6人29)となっている｡

分娩介助数については平成17年2月の閣議決定に

より,指定規則の分娩介助数 ｢学生1人につき10回

程度｣とは ｢9回を下回った場合は10回程度に満た

ない｣と判断されることが明確となった｡しかし,

平成16年度看護実践能力育成推進ブロック別検討会

資料32)でみると指定規則の単位数 (8単位)内で8

回以上の分娩介助できた学校は僅か18.7% (実習単

位数8単位とした場合の実習日数は約40日とした)

で,最大90日以上延長実習をした学校も含めても

37.3%に留まっている｡各校の現行カリキュラムで

は平成8年に行われたカリキュラム改正で強調され

た ｢ゆとり教育｣や ｢教育内容の厳選｣から,実習

単位数は延長実習を覚悟の上で最小限の単位数 (4

-8単位)29)を設定していた｡

4.助産学教育の課題

1)資質の確保について

近年,看護学教育の高等化に伴い,助産学教育に

おいては特に実習時間の短縮化を余儀なくされ,分

娩介助経験数の減少をきたしている｡これは医療の

安全の視点からも無視できない問題であり,卒業直

後から実践能力の強化のための人材育成が重要な課

題となってきている｡また,助産学教育においては

変動する社会の状況や医療 ･保健のニーズに敏感に

対応できる能力をつけることが必要である｡｢健や

か親子21｣では思春期の保健対策や不妊-の支援等,

助産師のリブログクテイブ･ヘルス-の深い知識と

対象への充分な関わりをするための技術態度が求め

られている｡これらの課題に対応するためには技術

教育の充実はいうまでもなく,基礎助産学をはじめ

とする教育内容特に倫理学や助産実践のための理論

の充実が必要であることが明らかとなってきた｡

2)養成数確保について

診療所における助産師不足は深刻であり,加えて

産婦人科医の年々の減少による日本における周産期

医療の衰退が懸念されている｡この周産期医療の衰

退は妊産婦や新生児へのサービスの低下を意味し,

出生率の低下へと繋がる｡当に日本が直面している

重大な問題の連鎖となる｡この助産師不足を緩和す

るためには助産師養成数の拡大が望まれる｡図1,

2で示したように4年制大学の選択科目としての助

産学教育では養成数の増加は困難であり,大学の専

攻科や専門職大学院等への移行を含めた助産師教育

制度の見直しが必要である｡助産師の質と量を確保

するための適切なカリキュラムと教員の配置および

実習施設の確保が重要である｡助産学教育における

昼夜を問わない多施設での実習に対応するためには

助産師免許を持った専任教員の適切な配置が必須条

件である｡助産師養成数の確保のためには助産学担

当教員のみならず,学校全体の懸案事項として教育

の推進と充実を図る努力が必要である｡

お わ り に

少子化が進展し実習環境が複雑化する中で助産師

の質と量を確保するためには,助産師教育制度の見

直しと実習を取り巻く環境整備が必至であり,教育

機関をはじめ医療機関および国さらには妊産婦 ･家

族が一丸となって助産師の質と数の確保を推進する

必要がある｡

(この資料は平成16年度千葉大学看護学部附属看護

実践研究センタープロジェクト研究成果の一部であ

る)
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The movement of midwifery education and a future challenge
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Abstract

Recently, nursing education entered the four year college system; midwifery

education in Japan has come to have serious problems, not only in the decline in

the number of midwives training but also in the quality of the education due to

abolition of the professional training school and the junior college's advanced mid­

wifery training course. Then, lectures and the clinical training period have been

shortened in midwifery education in four year colleges because of the crowded cur­

riculum.

On the other hand, the birth rate has been declining, and the anxiety of child

care and child abuse are serious social issues in that child care in the community

and at home is declining in Japan. The role of midwives has increased all the

more, and midwives are indispensable for mothers, babies and families in such so­

cial conditions. Also, the problem was examined by surveying the environment

surrounding the direction of midwifery education.

It is not easy to get three state qualifications of public health nurse, midwife and
nurse in the nursing education program within four years. It was suggested that

change in the educational system of midwifery was a pressing need to train edu­

cated and skilled midwives to meet a social need.
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